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1　目的外使用禁止　東京電力株式会社

コメント

基礎地盤の支持力に対して、動的ＦＥＭ解析結

果を用いて検討すること。

　（第22回合同ＷＧ、平成20年11月18日）



2　目的外使用禁止　東京電力株式会社

　目　次

１．考え方

２．検討方法

３．原子炉建屋基礎地盤の支持力

４．タービン建屋基礎地盤の支持力

５．非常用取水路設置地盤の支持力



3　目的外使用禁止　東京電力株式会社

１．考え方

支持力に対する安全性について、
基礎直下の地盤がせん断破壊等によってすべり線を形成し、
支持機能を喪失しないことを確認する。

基礎幅Ｂ

有効載荷幅Ｂ‘

Ｑ

θ

基礎幅Ｂ

Ｑ

θ

e

e ：荷重偏心幅

θ ：荷重傾斜角
連続したすべり線が形
成されないことを確認
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１．考え方
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２．検討方法

動的ＦＥＭ解析結果

着目時刻の応答値の
抽出

連続したすべり面の
形成の有無の確認

①建物・構築物の基礎底面の地盤に作用
　する鉛直方向の合力が最大となる時刻

②建物・構築物の基礎底面端部に接する
　地盤要素の鉛直応力が最大となる時刻

検討のフロー

■要素ごとの安全係数分布
　→安全係数が１を下回る要素が連続す
　　るか？
■モビライスド面
　→安全係数が１を下回る要素に連続性
　　がある場合、それらに沿って、連続
　　するすべり線を想定することができ
　　るか？
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１．考え方

２．検討方法
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動的ＦＥＭ解析断面

①

②

①原子炉建屋汀線平行方向断面

②原子炉・タービン建屋汀線直交方向断面

３．原子炉建屋基礎地盤の支持力

５号機
Ｒ/B

６号機
Ｒ/B

７号機
Ｒ/B

７号機
Ｒ/B

７号機
Ｔ/B
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MMRジョイント部

７号機
原子炉建屋

３．原子炉建屋基礎地盤の支持力

汀線平行断面，Ss-1，要素鉛直応力最大時 （Ｔ=6.10秒）

-3

-2

-1

0

1 地震時（常時＋地震時増分）

最大値：2.72Ｎ/mm2

要素ごとの安全係数分布

安全係数が１を下回る要素は
連続していない

（Ｎ/mm2）

要素鉛直応力分布

MMRジョイント部
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モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

モビライズド面

汀線平行断面，Ss-1，要素鉛直応力最大時 （Ｔ=6.10秒）

連続するすべり線を想定できない

７号機
原子炉建屋

３．原子炉建屋基礎地盤の支持力
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モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

モビライズド面

F系断層を通るすべりは
基本検討で実施し，す
べり安全率が高いこと
を確認

７号機原子炉建屋

ＭＭＲ継ぎ目

原子炉建屋直下を通るすべり線のすべり安全率：７．８

３．原子炉建屋基礎地盤の支持力

汀線平行断面，Ss-1，要素鉛直応力最大時 （Ｔ=6.10秒）

原子炉建屋直下を通るすべり線を，断層，モビライズド面を参考に設定

F3断層
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３．原子炉建屋基礎地盤の支持力

汀線平行断面，Ss-1，鉛直方向の合力最大時 （Ｔ=15.97秒）

-3

-2

-1

0

1
地震時（常時＋地震時増分）

最大値：1.71Ｎ/mm2

要素ごとの安全係数分布

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:モビライズド面

７号機
原子炉建屋

７号機
原子炉建屋

破壊表示は当該時刻で判定
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３．原子炉建屋基礎地盤の支持力

汀線直交断面，Ss-1，要素鉛直応力最大時 （Ｔ=6.55秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：2.94Ｎ/mm2

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:
モビライズド面

７号機
タービン建屋

７号機
原子炉建屋

７号機
タービン建屋

７号機
原子炉建屋

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

破壊表示は当該時刻で判定
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３．原子炉建屋基礎地盤の支持力

汀線平行断面，Ss-3，要素鉛直応力最大時 （Ｔ=17.52秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：2.36Ｎ/mm2

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:モビライズド面

７号機
原子炉建屋

７号機
原子炉建屋

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

破壊表示は当該時刻で判定
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３．原子炉建屋基礎地盤の支持力

原子炉建屋の
　■基礎底面の地盤に作用する鉛直方向の合力
　■基礎底面に接する地盤要素の鉛直応力
が最大となるそれぞれの時刻における
　■要素ごとの安全係数分布
　■モビライズド面

安全係数が１を下回る要素が連続せず，連続したすべ
り線が形成されないことを確認

原子炉建屋基礎地盤は支持力に対して
十分な安全性を有している
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（参考）前回ＷＧでお示しした原子炉建屋地震応答解析結果に基づく接地圧

反力分布図

(  )内は下向き地震時

鉛直力 上向き
 [NS方向]

N (kN) 下向き

 [EW方向]

最大接地圧
※ 上向き 2019.0 1970.2

(kN/m2) 下向き 1702.9 1689.0

　※：地盤の支持力試験の最大荷重 6178 kN/m2

転倒モーメント

1,507,927

2,402,293

300.77

NS EW

313.42

M (×10
5
 kN･m)

56.6m

kN/m2

59.6m

2019.0

kN/m21970.2

kN/m2)1702.9(

kN/m2)1689.0(

反力分布図

(  )内は下向き地震時

鉛直力 上向き
 [NS方向]

N (kN) 下向き

 [EW方向]

最大接地圧※ 上向き 1394.6 1909.6

(kN/m2) 下向き 1448.4 1752.4

　※：地盤の支持力試験の最大荷重 6178 kN/m2

330.26

M (×10
5
 kN･m)

転倒モーメント

1,722,026

2,188,194

249.48

NS EW

56.6m

kN/m2

59.6m

1394.6

kN/m21909.6

kN/m2)1448.4(

kN/m2)1752.4(

反力分布図

(  )内は下向き地震時

鉛直力 上向き
 [NS方向]

N (kN) 下向き

 [EW方向]

最大接地圧※ 上向き 1392.6 1362.3

(kN/m
2
) 下向き 1473.1 1457.7

　※：地盤の支持力試験の最大荷重 6178 kN/m
2

254.68

M (×10
5
 kN･m)

転倒モーメント

1,567,590

2,342,630

246.24

NS EW

56.6m

kN/m2

59.6m

1392.6

kN/m21362.3

kN/m2)1473.1(

kN/m2)1457.7(

反力分布図

(  )内は下向き地震時

鉛直力 上向き
 [NS方向]

N (kN) 下向き

 [EW方向]

最大接地圧
※ 上向き 1040.6 1217.5

(kN/m2) 下向き 1165.8 1315.8

　※：地盤の支持力試験の最大荷重 6178 kN/m2

225.45

M (×10
5
 kN･m)

転倒モーメント

1,743,914

2,166,306

166.61

NS EW

56.6m

kN/m2

59.6m

1040.6

kN/m21217.5

kN/m2)1165.8(

kN/m2)1315.8(

反力分布図

(  )内は下向き地震時

鉛直力 上向き
 [NS方向]

N (kN) 下向き

 [EW方向]

最大接地圧
※ 上向き 1032.7 1376.7

(kN/m2) 下向き 1166.2 1434.8

　※：地盤の支持力試験の最大荷重 6178 kN/m2

259.48

M (×10
5
 kN･m)

転倒モーメント

1,729,910

2,180,310

165.44

NS EW

56.6m

kN/m2

59.6m

1032.7

kN/m21376.7

kN/m2)1166.2(

kN/m2)1434.8(

Ss-1

Ss-２

Ss-３

Ss-４

Ss-５

※『「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」
　の改訂に伴う耐震安全性評価結果　報告書
　東京電力株式会社（平成20年12月３日）』より
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１．目的

２．検討方法
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４．タービン建屋基礎地盤の支持力

５．非常用取水路設置地盤の支持力
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①タービン建屋汀線平行方向

４．タービン建屋基礎地盤の支持力

解析断面

①

②

②原子炉建屋・タービン建屋汀線直交方向

■タービン建屋については地盤への影響が大きいＳｓ-１，３を検討
　対象とした。

７号機
T/B

６号機
T/B

５号機
T/B

７号機
Ｒ/B

７号機
Ｔ/B
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４．タービン建屋基礎地盤の支持力

汀線平行断面，Ss-1，要素鉛直応力最大時 （Ｔ=6.74秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：0.85Ｎ/mm2

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:モビライズド面

７号機タービン建屋

７号機タービン建屋

破壊表示は当該時刻で判定

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない
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４．タービン建屋基礎地盤の支持力

汀線平行断面，Ss-3，要素鉛直応力最大時 （Ｔ=35.61秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：0.80Ｎ/mm2

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:
モビライズド面

７号機タービン建屋

７号機タービン建屋

破壊表示は当該時刻で判定

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない
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４．タービン建屋基礎地盤の支持力

汀線直交断面，Ss-1，要素鉛直応力最大時 （Ｔ=18.72秒）

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：1.59Ｎ/mm2

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:
モビライズド面

７号機タービン建屋

破壊表示は当該時刻で判定

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

７号機原子炉建屋

７号機タービン建屋

７号機原子炉建屋

７号機原子炉建屋

７号機原子炉建屋



21　目的外使用禁止　東京電力株式会社

汀線直交断面，Ss-3，要素鉛直応力最大時 （Ｔ=17.72秒）

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面

地震時（常時＋地震時増分）

最大値：1.33Ｎ/mm2

７号機タービン建屋

破壊表示は当該時刻で判定

７号機タービン建屋
７号機

原子炉建屋

７号機
原子炉建屋

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:モビライズド面

安全係数が１を下回る要
素が連続せず，連続する
すべり線を想定できない

４．タービン建屋基礎地盤の支持力
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４．タービン建屋基礎地盤の支持力

タービン建屋の
　■基礎底面の地盤に作用する鉛直方向の合力
　■基礎底面に接する地盤要素の鉛直応力
が最大となるそれぞれの時刻における
　■要素ごとの安全係数分布
　■モビライズド面

安全係数が１を下回る要素が連続せず，連続するすべ
り線が形成されないことを確認

タービン建屋基礎地盤は支持力に対して
十分な安全性を有している
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（参考）タービン建屋地震応答解析結果に基づく接地圧

Ss-1

Ss-２

Ss-３

Ss-４

Ss-５

※『「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」
　の改訂に伴う耐震安全性評価結果　報告書
　東京電力株式会社（平成20年12月３日）』より

 

鉛直力 上向き
［NS方向］

N（kN) 下向き
504.6  kN/㎡

(690.3  kN/㎡)

［EW方向］

最大接地圧
※ 上向き 504.6 488.3

488.3  kN/㎡

(kN/㎡) 下向き 690.3 676.8 (676.8  kN/㎡)

※：地盤の支持力試験の最大荷重　　　6178kN/㎡

反力分布図

転倒モーメント

M (×10
5
　kN･m)

(　）内は下向き地震時

351.40 282.40

NS EW

1,795,230

3,316,830

97m

82m

 

鉛直力 上向き
［NS方向］

N（kN) 下向き
489.7  kN/㎡

(620.2  kN/㎡)

［EW方向］

最大接地圧
※ 上向き 489.7 516.5

516.5  kN/㎡

(kN/㎡) 下向き 620.2 647.1 (647.1  kN/㎡)

※：地盤の支持力試験の最大荷重　　　6178kN/㎡

転倒モーメント

M (×10
5
　kN･m)

(　）内は下向き地震時

300.40 283.10

NS EW

2,036,830

3,075,230

反力分布図

97m

82m

 

鉛直力 上向き ［NS方向］

N（kN) 下向き
460.1  kN/㎡

(597.7  kN/㎡)

［EW方向］

最大接地圧
※ 上向き 460.1 477.1

477.1  kN/㎡

(kN/㎡) 下向き 597.7 614.7 (614.7  kN/㎡)

※：地盤の支持力試験の最大荷重　　　6178kN/㎡

反力分布図

転倒モーメント

M (×10
5
　kN･m)

(　）内は下向き地震時

266.90 244.10

NS EW

2,008,830

3,103,230

97m

82m

 

鉛直力 上向き
［NS方向］

N（kN) 下向き
426.7  kN/㎡

(523.4  kN/㎡)

［EW方向］

最大接地圧
※ 上向き 426.7 483.9

483.9  kN/㎡

(kN/㎡) 下向き 523.4 580.6 (580.6  kN/㎡)

※：地盤の支持力試験の最大荷重　　　6178kN/㎡

転倒モーメント

M (×10
5
　kN･m)

(　）内は下向き地震時

197.70 229.30

NS EW

2,171,430

2,940,630

反力分布図

97m

82m

 

鉛直力 上向き
［NS方向］

N（kN) 下向き
397.1  kN/㎡

(498.2  kN/㎡)

［EW方向］

最大接地圧
※ 上向き 397.1 505.1

505.1  kN/㎡

(kN/㎡) 下向き 498.2 606.2 (606.2  kN/㎡)

※：地盤の支持力試験の最大荷重　　　6178kN/㎡

反力分布図

転倒モーメント

M (×10
5
　kN･m)

(　）内は下向き地震時

162.40 254.70

NS EW

2,154,030

2,958,030

97m

82m
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　目　次

１．目的

２．検討方法

３．原子炉建屋基礎地盤の支持力

４．タービン建屋基礎地盤の支持力

５．非常用取水路設置地盤の支持力
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７号機
非常用取水路

構内配置図（５～７号機側）

５．非常用取水路設置地盤の支持力
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５．非常用取水路設置地盤の支持力
非常用取水路の概要

Ｄ Ｄ 

補機冷却用海水取水路（北側） 

Ｃ Ｃ 

補機冷却用海水取水路（南側） 

 
取水路断面図
（B-B）

P.N 
A 

A 

Ｂ 

Ｂ 

スクリーン室

取水路

補機冷却用海水
取水路（北側）

補機冷却用海水
取水路（南側）

７
号
機
タ
ー
ビ
ン
建
屋
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検討の目的

　非常用取水路は、周囲の地盤と同程度の単位体積重量であ

ることから、設置地盤の支持性能が問題となる可能性は小さ

いが、念のため、地盤－構造物連成系の二次元動的ＦＥＭ解

析結果に基づき設置地盤の支持性能について検討する。

　７号機非常用取水路の場合
　・各断面の等価な単位体積重量：14.5～17.7kN/m3

　・埋戻土層の単位体積重量　　：18.6kN/m3

５．非常用取水路設置地盤の支持力
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検討方法

５．非常用取水路設置地盤の支持力

地盤－構造物連成系
二次元動的ＦＥＭ解析

※第23回構造ＷＧ（Ｈ20.11.28）
　にて審議
　・鉄筋コンクリート構造物躯体の
　　耐震安全性評価
　・地震時相対変位に関する評価

　原子炉建屋、タービン建屋と同一の検討手法を用いて、支持力に
対する検討を実施

着目時刻の応答値の
抽出

連続したすべり面の
形成の有無の確認

①非常用取水路底版下の地盤に作用する
　鉛直方向の合力が最大となる時刻

②非常用取水路の底版に接する地盤要素
　の鉛直応力が最大となる時刻

■要素ごとの安全係数分布

■モビライズド面
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解析断面

５．非常用取水路設置地盤の支持力

①　スクリーン室

②　取水路

■非常用取水路については地盤への影響が大きいＳｓ-１，３を検討
　対象とした。
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５．非常用取水路設置地盤の支持力

スクリーン室，Ss-1，
合力最大時 地震時（常時＋地震時増分）

最大値：0.28Ｎ/mm2

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

2.0≦Fs

1.5≦Fs＜2.0

1.0≦Fs＜1.5

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

モビライズド面

接地圧分布

（Ｔ=16.21秒）

安全係数が１を下回る要素がないことを確認
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５．原子炉建屋基礎地盤の支持力

要素ごとの安全係数分布

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

2.0≦Fs

1.5≦Fs＜2.0

1.0≦Fs＜1.5

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

スクリーン室，Ss-1，
要素応力最大時

（Ｔ=5.80秒）

モビライズド面
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最大値：0.28Ｎ/mm2

接地圧分布

地震時（常時＋地震時増分）

安全係数が１を下回る要素が連続せず，連続
するすべり線を想定できない
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５．原子炉建屋基礎地盤の支持力

複合破壊

引張破壊

せん断破壊

2.0≦Fs

1.5≦Fs＜2.0

1.0≦Fs＜1.5

モビライズド面 破壊状況

　：せん断破壊

　：引張破壊

　：複合破壊

:

:

取水路，Ss-1，合力最
大かつ要素応力最大時

要素ごとの安全係数分布

モビライズド面

接地圧分布

地震時（常時＋地震時増分）

（Ｔ=15.96秒）

安全係数が１を下回る要素がないことを確認

最大値：0.91Ｎ/mm2
-1

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2
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５．非常用取水路設置地盤の支持力

まとめ

非常用取水路の
　■底版下の地盤に作用する鉛直方向の合力
　■底版に接する地盤要素の鉛直応力
が最大となるそれぞれの時刻における
　■要素ごとの安全係数分布
　■モビライズド面

安全係数が１を下回る要素が連続せず，連続したすべ
り線が形成されないことを確認

非常用取水路設置地盤は支持力に対して
十分な安全性を有している
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（参考）構造物から地盤に作用する鉛直力Ｖと極限支持力Ｑuとの比較

構造物から地盤に作用する鉛直力Vは、設置地盤の極限支持力Ｑｕを下回る。

Ｓｓ－３Ｓｓ－１

2.82.6補機冷却用海水取水路（北側）

3.22.8補機冷却用海水取水路（南側）

4.04.1取水路

7.35.8スクリーン室

極限支持力Qu/鉛直力V

極限支持力Ｑｕ：
　「道路橋示方書」に基づき算出

構造物から地盤に作用する鉛直力V：
　V＝Σ(σi・ｂi)
　　σi：要素応力（鉛直成分）
　　ｂi：要素幅
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＜参考＞

タービン建屋基礎地盤の安定性について
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タービン建屋基礎地盤安定解析結果

タービン建屋基礎地盤について，動的FEM解析に

より以下について検討

　①建屋基礎地盤に分布する弱層沿いのすべりに

　　対する安全性

　②建屋基礎底面の鉛直方向の相対変位・傾斜
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３．８４．７

１．７２．１

１．５１．７

２．６２．０

４．４２．２

Ｓｓ－３Ｓｓ－１すべり線形状のパターン

タービン建屋底面のすべり

F４断層のすべり

タービン建屋基礎地盤安定解析結果

すべり安全率（汀線平行方向）

F3断層のすべり

F2断層のすべり

Ｆ3断層＋Ｖ系断層のすべり

参考

原子炉建屋基礎地盤の検討にお
いて，二次元解析では最小すべ
り安全率1.6に対し、奥行き方向
の側面抵抗効果を考慮した結果、
３程度有していることを確認した。

原子炉建屋基礎地盤の安定性評価のすべり安全率基準値を満足する
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3.23.8

3.33.8

2.52.4

2.22.0

4.02.3

Ｓｓ－３Ｓｓ－１すべり線形状のパターン

タービン建屋基礎地盤安定解析結果

すべり安全率（汀線直交方向）

建屋底面のすべり

F系断層のすべり

F３断層＋V系断層のすべり

F系断層のすべり

F２断層＋V系断層のすべり

 

原子炉建屋基礎地盤の安定性評価のすべり安全率基準値を満足する
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1/8,300

1.2cm

Ｓｓ－３

1/8,900

0.9cm

Ｓｓ－１

汀線直交汀線平行

1/8,2001/6,300

タービン建屋基礎底面
の傾斜の最大値

max( ｜δAY－δBY｜/L)

1.0cm1.5cm

タービン建屋基礎底面両端の

鉛直方向の相対変位の最大値

max( ｜δAY－δBY｜)

Ｓｓ－３Ｓｓ－１

安全上重要な機器･配管系の安全機能
に支障を与えるものではない｡

タービン建屋基礎底面の傾斜

タービン建屋

Ａ Ｂ
δAY δBY

基礎底面幅 Ｌ

地震時

常時

＊ 1/1,000までの建屋傾斜は機器に対して影響ないことを確認済

　(運営管理・設備健全性評価ＷＧ設備健全性評価SWG（第６回）
　において報告)

タービン建屋基礎地盤安定解析結果
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要素ごとの安全係数、モビライズド面

σσ３ σ１

τ

D
ｒ

破壊包絡線

２αm

モビライズド面は力の向きが異なる２
つの面が存在する。この２つの面を区
別するため，一方に飾り線を付けた形
としている。　

モビライズト面

σ３

σ１

σ３

σ１

αm

２．検討方法

モビライズド面：
要素の応力状態の、破壊包絡線への近接
の状況から推定される、潜在的なすべり
方向を表わす面。

要素ごとの安全係数：
要素の応力状態の、破壊包絡線への近接
の程度を表わす指標（左図中のｒ／Ｄ）
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（参考）モビライズド面の拡大図　（構造物近傍）

取水路、Ｓｓ－１、合力最大かつ要素応力最大時


